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（１）学生確保の見通し及び申請者としての取り組み状況 

（改正の概要） 

  今回の定員改正は、既存の学部学科の定員改正であり、新たな学部・学科名称、理念及び養成する人材

像で学生募集を行なうものではない。またこの定員改正に伴い令和 4（2022）年度からの学部・学科の設置

場所の変更も行なわない。 

 

図表 1 収容定員変更（予定）に伴う移行表 

 

①学生確保の見通し 

（大学全体の入試概況） 

本学では、「卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」及び「教育課程編成・実施の方針（ディプロ

マ・ポリシー）」に沿って、各学部・学科で「入学者受入の方針（アドミッション・ポリシー）」を定め、総合型選抜、

学校推薦型選抜、一般選抜、特別選抜の 4 つの選抜方法で入学試験を実施している。 

また、総合型選抜のなかに「トップアスリート（競技実績型）選抜」、「課題探求型選抜」、「プレゼンテーション

型選抜」、「運動適正型選抜」の 4 区分、学校推薦型選抜のなかに「スポーツ推薦」、「指定校推薦」の 2 区分、

一般選抜のなかでは「一般選抜」の 1 区分を配置し、その他、特別選抜として「帰国生選抜」、「外国人留学生

選抜」、「リカレント選抜」、「飛び入学選抜」、「国際バカロレア（IB）資格選抜」、「英語外部資格選抜」の選抜区

分を学部・学科ごとに設けている。 

 

（入試種別ごとの概況）  

 総合型選抜のうち、「トップアスリート（競技実績型）選抜」では、各学科・領域の特色を熟知し、体育・スポーツ

 

学部 

 

学科・コース 

現行 変更 増減 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

体育学部 
体育学科 750 3,000 800 3,200 50 200 

健康学科 195 780 195 780 0 0 

スポーツ 

文化学部 

武道教育学科 100 400 80 320 ▲20 ▲80 

スポーツ国際学科 100 400 100 400 0 0 

 

児童ｽﾎﾟｰﾂ 

教育学部 

 

児童ｽﾎﾟｰﾂ 

教育学科 

児童ｽﾎﾟｰﾂ 

教育ｺｰｽ 
150 600 120 480 ▲30 ▲120 

幼児教育 

保育ｺｰｽ 
50 200 50 200 0 0 

合  計 1,345 5,380 1,345 5,380 0 0 
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分野への関心が極めて高く、将来関連する分野で活躍・貢献しようという強い希望のある志願者であり、かつ日

本トップレベルの競技力を有した志願者に向けた選抜方法である。志願者数は、年々増加傾向にあり、安定的

に入学者数も確保できている。 

「課題探求型選抜」は、各学科・領域の特色を熟知し、体育・スポーツ分野への関心が極めて高く、将来関連

する分野で活躍・貢献しようという強い希望のある志願者について、総合考査を中心に選抜する方法である。

志願者数には年度ごとに若干のバラつきはあるものの、入学者数は増加傾向にある。特に体育学科ではこの

傾向が顕著に表れている。 

なお、「プレゼンテーション型選抜」、「運動適正型選抜」の 2 区分の選抜は、令和 3 年度入学試験より実施予

定であったが、新型コロナ感染症感染拡大予防の観点から実施していない。 

学校推薦型選抜は、本学が設定する出願要件を満たし、所属する学校長の推薦を受けた志願者に向けた

選抜方法である。優れた競技成績から推薦される 「スポーツ推薦」と、本学が指定した高等学校の長から推薦

される「指定校推薦」が設定され、共に志願者数および入学者は安定的に推移している。 

一般選抜は、前・後期に実施日程を区分し、それぞれ学力中心に選抜する A 日程と、学力と運動能力を中

心に選抜する B 日程を設定している。また、平成 30（2018）年度より、一般選抜のなかに「大学入学共通テスト

利用型」選抜を新たに設定している。一般選抜入試は、全ての選抜方式で志願者および合格者の減少が認め

られる。 

その他、特別選抜として、「帰国生選抜」、「外国人留学生選抜」、「リカレント選抜」、「飛び入学選抜」、「国

際バカロレア（IB）資格選抜」、「英語外部資格選抜」を設定し、様々な背景をもつ志願者に対応する選抜方法

を設定している。 【資料 1】 

 

（定員充足の状況）  

本学では、平成 30（2018）年度に、大規模な入試改革を行なうと共に、体育・スポーツ分野を取り巻く環境や

社会から求められる人材養成に合せ、新たにスポーツ文化学部およびスポーツマネジメント学部を設置した。 

この学部学科の改組転換により、定員充足の状況は適正化が図られ、大学全体の定員超過率は、過去 5 年

1.00 倍から 1.04 倍の間で安定的に推移している。 

学科ごとの定員超過率に着目すると、体育学科では、平成 29（2017）年度より収容定員を 130 名増員したが、

定員超過率は大きく変化する事なく、過去 5 年平均 1.03 倍と安定的に推移し、令和 3（2021）年度に至っては

1.07 倍と過去 5 年平均を上回っている。 

一方、スポーツ文化学部では、過去 5 年平均で、武道教育学科が 1.00 倍、スポーツ国際学科が 1.02 倍で

推移しており、同様に児童スポーツ教育学部児童スポーツ教育学科では、児童スポーツ教育コースが 1.01 倍、

幼児教育保育コースでは、0.99 倍で推移している。しかし、令和 3（2021）年度には、それぞれの学部で、定員

の充足に大幅な減少が生じている。昨年度、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、オープンキャン

パスを始めとした各種の学生募集活動を大きく削減した事が一時的に影響した可能性は拭えないが、今後の

安定的な定員充足を踏まえれば、収容定員について再検証する必要があると言える。【資料 2】 

 

（学生確保に関する市場の概況）   

本学 IRE 室の調査によると、全国体育スポーツ系大学協議会に加盟する 53 大学中 48 大学における平成

28（2016）年から令和 2（2020）年の入試における志願者総数は 451,486 人であり、近年増加傾向にある。 



　　他方、公益財団法人日本中学校体育連盟の加盟校調査における加盟校・加盟生徒数調査集計表を確認

すると、主な武道種目（柔道、剣道、相撲）の加盟生徒数は、2008 年以降、減少の一途を辿っている。200

8 年から 2019 年までの柔道における加盟生徒数は 18,226 人の減少、同様に剣道で 22,147 人の減少が生

じている。相撲については、加盟生徒数はほぼ横ばいではあるものの加盟生徒数そのものが 1,100 人程度と

競技人口はそれほど多いとは言えない状況である。この事は武道専攻種目を学びに中心に据えた本学武道

教育学科においては、志願者確保の将来展 望を検討する上で看過する事のできない事態であるといえる。 
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またそのうち首都圏（1 都 6 県）のおける志願者総数は 250,702 人であり、これは全国の 56％を占めている。 

 

図表 2 全国体育スポーツ系大学協議会加盟校における志願者数（2016～2020 年度） 

    
 

一方、本学全体の過去 5 年の志願者の合計は 34,191 人（年平均 6,838 人）であり、そのうち首都圏におけ

る志願者数は 24,315 人（年平均 4,863 人）で、全体の 71%を占めている。 

また、体育学科では、過去 5 年間の志願者総数は 14,018 人（平均 2,803.6 人）、そのうち首都圏における志願

者の合計は 9,157 人（年平均 1,831.4 人）で、全体の 65%を占めている。同様に武道教育学科では、過去 5 年

間の志願者総数は 748 人（平均 149.6 人）、そのうち首都圏における志願者の合計は 360 人（年平均 72.0 人）

で、全体の 48%を占め、児童スポーツ教育学科（児童スポーツ教育コース）の過去 5 年間の志願者合計は

3,070 人（年平均 614 人）、そのうち首都圏の志願者総数は 2,342 人（年平均 468.4 人）で、全体の 48%を占め

ている。【資料 3-1】、【資料 3-2】、【資料 3-3】、【資料 3-4】 

これらの事から、本学の志願者は学部・学科を問わず首都圏からの志願者が約半数を占めており、今回収

容定員を変更する学部・学科も同様の傾向である。そのため、学生確保のためには首都圏の市場における志

願者確保が必要不可欠であるが、全国体育スポーツ系大学協議会加盟校の志願傾向を見る限り、十分な市

場が開かれていると言っても過言でない。 
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図表 3  加盟校・加盟生徒数調査における主な武道系種目の動向 
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また、一般選抜志願者（大学入学共通テスト利用者を含む）を対象に Web 出願時に、本学以外の併願大学

をアンケート方針にて調査している。このアンケート調査のうち児童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コース

の志願者のデータを過去 5 年分（2017～2021 年）集計してみると、有効回答数 1,108 件のうち「併願した」と回

答した大学は全部で 125 校であった。この 125 校を回答数が多かった順に集計すると、上位 25 校で、全体の

７３％が占められ、加えてこの 25 校中 22 校が首都圏都に主なキャンパス拠点を置いた大学であった。 

この事から、児童スポーツ教育学科が平均的に 76％もの志願者を首都圏から確保している状況により、非

常に多くの競合校が存在していると理解できる。【資料 4】 

 

ア 定員充足の見込み 

（入学定員設定の考え方） 

過去5年の本学の志願状況をみると、体育学科の志願者総数の平均は2,804人（最大3,123人、最小2,421

人）で入学定員に対する志願倍率は 3.2 倍から 4.2 倍であった。また入学者は過去 5 年で入学定員の平均

1.04 倍（最大 1.07 倍から最小 1.01 倍）の定員枠を超えて受け入れている。【資料 5】 

一方、スポーツ文化学部武道教育学科では、志願者総数の平均は 150 人（最大 180 人、最小 94 人）で、入

学定員に対する志願倍率は 0.9 倍から 1.8 倍であり、入学者は過去 5 年で入学定員の平均 1.00 倍（最大 1.06

倍から最小 0.88 倍）に留まっている。加えて今後、武道系種目を専攻する本学の志願者は、図表 3 の傾向か

らも明らかに減少していくと考えられる。 

また、児童スポーツ教育学部児童スポーツ教育学科のうち、児童スポーツ教育コースのみでの志願者動向

を確認すると、志願者総数の平均は 614 人（最大 733 人、最小 318 人）で、入学定員に対する志願倍率は 2.1

倍から 4.9 倍であるものの、入学者は過去 5 年で入学定員の平均 1.01 倍（最大 1.10 倍から最小 0.78 倍）に

留まっている。なお、本コースの歩留率は、過去 5 年平均は 61%であるものの、過去 5 年の最大値である 71％

から昨年度は 43％にまで急減している。このことは首都圏からの志願者が 76％を占める本コースでは、多くの

競合大学の影響がある事を如実に表わすものであり、学生確保には熾烈な競争が存在することを示している。 

こうした状況を総合的に勘案し、本学の入学定員について、体育学科を 750 人から 800 人へ増員、合せて、
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武道教育学科を 100 人から 80 人へ、児童スポーツ教育学科（児童スポーツ教育コース）を 150 人から 120 人

へ減員して設定する事とした。 

なお、今回の収容定員変更に伴う増減は同数であるため、大学全体の総収容定員に変更は生じず、現在

の修学環境はそのまま担保される事となる。 

 

（入試の概況からみた学科ごとの学生確保の見込み） 

過去 5 年分（2017～2021 年度）の入試概況のうち、「志願倍率」と「歩留率」に着目してみると、大学全体で

は、過去 5 年平均で志願倍率は 3.9 倍、歩留率 73％と概ね全国平均に相当する数値で推移している。 

同様に、今回定員増を予定する体育学科では、過去 5 年平均の志願倍率は 3.7 倍、歩留率も 83％と非常に

堅調に推移している事が分かる。【資料 5】 

また、体育学科で実施している入試種別ごとに、過去 5 年の平均志願倍率を確認すると、総合型選抜トップ

アスリート（競技実績型）選抜で 1.5 倍、課題探求型選抜では 8.4 倍で推移し、学校推薦型選抜では 3.3 倍、

一般選抜（大学入学共通テスト利用型を除く）では 12.4 倍で推移している。【資料 6-1】 

出願要件で国内屈指の競技実績が求められるトップアスリート（競技実績型）選抜を除き、すべての選抜方

法で 3.0 倍以上の志願倍率が経年的に確保できており、この事は大学で体育・スポーツに関する学修を希望

する高校生には、本学体育学科での学修を希望する固定の志願層が存生している事の証左であると言える。 

一方、定員減を予定しているスポーツ文化学部武道教育学科では、総合型選抜トップアスリート（競技実績

型）選抜で 1.4 倍、課題探求型選抜で 1.3 倍、学校推薦型選抜で 1.9 倍、一般選抜（大学入学共通テスト利用

型を除く）では 6.3 倍で推移し、学科全体平均では 1.5 倍の志願倍率が示されている。【資料 6-2】 

また、同学科の歩留率に着目すると、過去 5 年平均で９１％と非常に高い水準で推移しており、本学科での学

修を強く希望する固定の志願層の存在を確認することできる。 

同じく、児童スポーツ教育学部児童スポーツ教育学科（児童スポーツ教育コース）では、総合型選抜課題探

求型で 3.1 倍、学校推薦型選抜で 1.3 倍、一般選抜（大学入学共通テスト利用型を除く）では 7.2 倍で推移し、

学科全体平均でも 4.1 倍と大学全体の 3.9 倍を超える高い志願率を誇っている。【資料 6-3】 

しかし、同学科の歩留率に着目すると、過去 5 年平均で 61％と大学全体の 73％を下回る水準で推移している

上に、71%、67％、67%、60%、43％と経年的な減少が進み、競合する他大学の影響が色濃く反映されている。 

以上のように、体育学科、武道教育学科ならびに児童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コースにおける

入試種別ごとの志願倍率や歩留率を省察すると、収容定員変更の必要性が確認されると共に、変更後の収容

定員に十分な学生確保が見込めると考える事ができる。 

 

（地域等市場の動向からみた学生確保の見込み） 

本学が有する 5 つの学部すべてにおける志願者は、過去 5 年（2017～2021 年）で併願を含む延べ合計

34,191 人、併願を除く実人数では 21,422 人に上る。そのうち首都圏における志願者は、延べ合計 24,315 人、

実人数では 14,730 人に上り、それぞれ全体の 71％と 69％を占めている。 

なお、体育学科では、延べ合計 14,018 人、実人数は 8,297 人であり、そのうち首都圏における志願者は、

延べ合計 9,157 人、実人数では 4,984 人に上り、それぞれ全体の 65％、60％を占めている。 

同様に武道教育学科では、延べ合計 748 人、実人数は 612 人であり、そのうち首都圏における志願者は、延

べ合計 360 人、実人数では 288 人で、それぞれ全体の 48％、47％である。また、児童スポーツ教育学科児童
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スポーツ教育コースでは、延べ合計 3,070 人、実人数は 2,057 人であり、そのうち首都圏における志願者は、

延べ合計 2,342 人、実人数では 1,569 人であり、それぞれ全体の 76％である。【資料 7】 

このことから、本学の受験生の市場は首都圏が中心であると考える事ができ、今回収容定員の変更を行なう

学科でも同様の傾向が確認できる。 

なお、令和 2 年度学校基本調査によれば、定時、通信を除く全日制高校における首都圏の生徒在籍率は

全国総数の 44%を占め多くの大学進学希望者が首都圏に存在している事と理解できる。また、これに加えて令

和元年度学校基本調査によれば、首都圏の生徒のうち、大学や短期大学への進学する生徒と 60.2％と全国

の進学率よりも高い傾向であることが分かる。 

 

図表 4 全国及び首都圏における高等学校の生徒在籍数および首都圏在籍率 

 国立 公立 私立 合計 

全国 598,881 158,579 2,158,145 2,915,605 

首都圏 148,648 26,145 1,095,683 1,270,476 

首都圏の比率 25% 16% 51% 44% 

                    （文部科学省 令和 2 年度 学校基本調査年次統計より） 

 

図表 5 全国および首都圏における大学進学数と進学率（高校 3 年生対象） 

 生徒数 大学進学者数 短大進学者数 進学率 

全国 1,020,294 529,009 44,200 56.2% 

首都圏 327,363 186,616 10,385 60.2% 

                    （文部科学省 令和元年度 学校基本調査年次統計より） 

 

首都圏における本学志願者の実人数は、大学全体で過去 5 年平均 2,946 人（最大 3,292 人、最小 2,250

人）であり、学生募集活動を十分に展開できなかった令和 2（2020）年度を除けば、安定的に推移している。同

様に、体育学科では平均 997 人（最大 1,174 人、最小 839 人）で、体育学科の志願者数全体の 60％前後で

安定的に推移し、武道教育学科では平均 58 人（最大 74 人、最小 43 人）で、同学科の志願者の 50％前後、

児童スポーツ教育学科（児童スポーツ教育コース）では、平均 313 人（最大 377 人、最小 196 人）で、同学科の

志願者の 75％前後で推移している。【資料 7】 

これらを勘案すると、収容定員の変更を予定する学部・学科では、主に首都圏での志願者確保の必要性が

あるが、過去 5 年間の本学入学志願者の動向や、首都圏の進学希望者の動向を踏まえれば、今後も安定的

に学生の確保が見通せると判断できる。 

一方、体育学科では、学則上で「体育・スポーツの科学的研究を深めると共に、国際的な視野に立った教養

豊かな指導者及び優秀な競技者を養成する」事を目的としている。そのため、全国から競技力に優れた優秀な

学生を確保する必要性も有している。また、武道教育学科では「日本古来の武道・伝統芸能に関する学術と実

際を教授研究するとともに、国際社会で活躍できる指導者を養成する」事を目的としており、日本全国の伝統

文化の継承を担う学生の養成にも注力しなければならない。 

また、地方からの学生確保は、都市部への人口集中とも理解できるが、一方でこうした学生が卒業後、地元

に戻り、体育・スポーツ、健康、こどもなどをテーマとする地方創生のリーダーや、日本古来の民俗文化である
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伝統芸能を継承する人材を輩出し続けることは、建学の精神やミッション・ヴィジョン基づいた本学が果たすべ

き社会的使命であるといえる。従って今後も首都圏のみに限らず、積極的に全国規模で志願者を募り、学生確

保を目指していかねばならない。 

 

（募集活動の実績からみた学生確保の見込み） 

   （１）大学見学の受け入れ 

高校生（受験生）や本学卒業生（主として中学・高校教員）等の要望に応え、東京・世田谷キャンパスま

たは横浜・健志台キャンパスの見学を積極的に受け入れている。 

この取り組みは、本学体育学部はもとより、他の体育・スポーツ系統学部等への進学を希望している受

験生（保護者、教員など）を対象に、教職員が直接、学内諸施設を案内するものである。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止を鑑みて、取り組みを控えた令和 2（2020）年を除く、平成 27（2015）

年から令和元（2019）年の過去 5 年間で、総計 581 校 13,569 人の大学見学者を受け入れており、平均

116 校 2,714 人の見学者を受け入れている。参加者の実数は 2,512 人、2,782 人、2,548 人、2,780 人、

2,947 人で、安定的に推移しており、今後も継続した志願者数の確保が期待できる。【資料８】 

 

   （２）オープンキャンパス参加者に対するアンケート調査 

オープンキャンパスは、本法人内の設置校に向けたものを含めると東京・世田谷及び横浜・健志台両キ

ャンパスで年間 10 回程度実施している。受験生（高校生）、その保護者や教員に対して、学問分野や学

生生活を紹介し、本学への理解を深めるためのプログラムが組まれている。参加者数は例年 9,000 名前

後であり、このうち約 7 割が高校生の参加者数である。このオープンキャンパス参加者には任意で本学へ

の志願に関するアンケート調査を実施しており、過去 5 年の調査における有効回答数は、20,628 件（1 回

平均 711 件）であった。 

このアンケート調査によると、本学における第一希望の学部学科は、体育学部体育学科であり、その回

答数は実に 10,680 件に上る。これは総回答数の 52％にあたり、年度ごとに追ってみても、44%、41%、41%、

43%、63%と、平均でみても 4 割以上の参加高校生が体育学科を志望している事が分かる。 

このことは、いかに本学における体育学科への志願ニーズが高いかを如実に表わす結果であり、志願

者数の維持・増加が見込まれるとともに、今後も安定的な学生の確保が見込まれる。【資料 9】 

 

（３）進学説明会（派遣）依頼への対応について 

進路ガイダンス業者が主催し、高等学校や学外で実施される進学説明会への参加依頼件数は、近年

減少傾向にあるものの、以前として一定の需要は存在している。 

新型コロナウイルス感染症の影響から、実施依頼が急減した令和 2（2020）年を除き、平成 27（2015）年

から令和元（2019）年の過去 5 年間で、高等学校へ事務職員を派遣した説明会は、総計 1,630 校、参加

者数の合計は 38,155 人であった。 

また、進路ガイダンス業者が主催し、全国各地で開催される進学相談会では、総計 322 会場へ事務職

員を参加（派遣）し、9,924 人の参加者があった。 

年度ごとの平均をみても、高等学校での説明会は、平均 326 校、参加者数は 7,631 名、全国で開催さ

れる進学相談会は、平均 64 会場、1,985 人が参加している。 
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 各大学が積極的に複数回のオープンキャンパスを実施している事から、これらの進学説明会や相談会

は減少傾向にあるが、学校やクラス単位で本学の大学見学へ参加する事が困難な首都圏外の高校学校

にとっては、未だ有益な説明会であると考えられる。加えて、練習や試合等により。休日に実施するオー

プンキャンパスに参加する事ができない高校生アスリートにとっても非常に有益な取り組みであると言える。 

本学では、首都圏からの志願者確保が中心とはなるものの、その特性上、日本全国の優れた学生アスリ

ートの確保にも注力していかねばならない。 

その観点からも、年平均 300 校 7,000 人以上が対象となる高等学校での説明会や、同じく 60 校 1,900

人以上が参加する進学相談会は、優れた高校生アスリートや首都圏外からの志願者確保が見込める有

益な取り組みであると言える。【資料 8】 

 

イ 定員充足の根拠となる客観的データの概要 

【資料 1】 日本体育大学 入学者選抜・選抜方式の紹介（アドミッションガイド 2022 より抜粋）」 

本学が発刊する「アドミッションガイド 2022」P1.において、本学の入学選抜や選抜方式について、詳述したも

のである。 

 

【資料 2】 学部・学科ごとの定員超過率（2017～2021 年度） 

平成 29（2017）年から令和 3（2021）年度までの過去 5 年間における入学試験結果による本学学部・学科定

員超過率について記載し、過去 5 年間の平均値と、令和 3 年度の定員超過率と過去 5 年の平均値の比も合

せて記載している。 

  

【資料 3】 都道府県別の志願者データ（2017～2021 年度） 

平成 29（2017）年から令和 3（2021）年度までの過去 5 年間において本学が実施した入学試験の志願者が

所属する、またはしていた高等学校等の所在地を都道府県別に集計したものである。 

なお、【資料 3-1】で全学部を対象とし、【資料 3-2】では体育学科、【資料 3-3】では武道教育学科、【資料 3-4】

では、児童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コースの志願者のみを集計したものである。 

 

【資料 4】 児童スポーツ教育コース入学者の併願大学統計（2017～2021 年度入学生） 

本学児童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コース入学者に対して、受験時に併願した大学についてアン

ケート調査したもののうち、平成 29（2017）年度から令和 3（2021）年度入学生までの過去 5 年間の調査結果を

集計したものである。なお、集計は各大学を併願した人数で記載している。 

また、結果のうち集計数が多かった上位 25 校のみを記載し、集計数の全体数比を合わせて記載している。

その他、集計数が全体比の 1%に満たない下位校については割愛している。 

 

【資料 5】 学部・学科ごとの志願倍率と歩留率 

  平成 29（2017）年から令和 3（2021）年度までの過去 5 年間の入学試験結果において、本学の志願倍率と

歩留率を学部・学科ごとに集計したものである。なお、過去 5 年間の平均値と、令和 3 年度の定員超過率と過

去 5 年の平均値の比も合せて記載している。 
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【資料 6】 選抜種別ごとの志願倍率（2017～2021 年実施）」 

平成 29（2017）年から令和 3（2021）年度までの過去 5 年間の入学試験結果における選抜種別ごとの志願倍

率を記載したものである。なお、【資料 6-1】では体育学科、【資料 6-2】では武道教育学科、【資料 6-3】では児

童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コースごとの志願倍率を記載している。 

 

【資料 7】 首都圏における志願者データ（2017～2021 年度） 

資料 3 で集計した都道府県別の志願データから学部・学科ごとに首都圏の数値を抽出し、全国の数値との

差について記したものである。 

 

【資料 8】 進路ガイダンス等の実施状況（2015～2019 年実施） 

  本学で実施している高校訪問型の進学説明会、進路ガイダンス業者が主催する会場形式の進学相談会、

本学教員による全国高等学校への出張授業、ならびに本学東京・世田谷キャンパス及び横浜・健志台キャン

パスの施設見学を中心とした学校見学の参加高等学校数と参加人数（教員、生徒及びその保護者を含む）に

ついて、2015（平成 27）年度から 2019（令和元）年度の期間を対象として集計したものである。 

 なお、本来集計すべきは直近の過去 5 年間とすることであるが、2020（令和 2）年度については、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止を鑑み、ほぼ全ての取り組みが集計に値しない件数での実施であった事から、2020（令

和 2）年度を除く、過去 5 年間の取り組みで集計した。 

 

【資料 9】 オープンキャンパス参加者における志望学部学科に関するアンケート（2016～2020 年実施） 

  2016（平成 28）年度から 2020（令和 2）年度までの 5 年間に実施した本学オープンキャンパスへの参加者

（受験予定者のみ）を対象に実施した、第一志望の学部・学科に関するアンケート調査結果である。 

なお、アンケート調査を実施した開催回のみを記載したもので、オープンキャンパスの実施回数を直接示すも

のではない。 

 

【資料 10】 進学情報雑誌への掲載一覧 

  2020（令和 2）年度において、大学案内やアドミッションガイド等にも記載されている本学への進学に関する

情報について、Web を含む進学情報誌へ記載しているものを一覧化したものである。 

 

【資料 11】 文部科学省 第 2 期スポーツ基本計画（一部抜粋） 

平成 29 年 3 月に策定された第 2 期「スポーツ基本計画」のうち、「第 3 章 今後 5 年間に総合的かつ計画

的に取り組む施策」における（２）スポーツ環境の基盤となる「人材」と「場」の充実について抜粋したものである。 

 

【資料 12】 本学における卒業生進路状況一覧（2017～2020 年度）」 

  平成 29（2017）年度から令和 2（2020）年度までの過去 5 年間における本学の卒業生進路状況について、集

計したものである。 

 

【資料 13】 日本体育大学 組織図（事務組織） 
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  本学ホームページに公表している本学の組織図のうち事務組織について図式化したものである。 

②学生確保に向けた具体的な取り組み状況 

（リクルート〔インターハイ、国民体育大会等〕） 

全国高等学校総合体育大会（インターハイ）や国民体育大会など、高校生が出場する国内競技大会に本学

教職員が赴き、選手（高校生）や監督・部長（教員）に大学案内、入試案内等の資料をもとに、本学の魅力を直

接伝えることに努めている。優れたアスリートのみならず、将来性が大いに期待できる人材などに対して積極的

なリクルート活動を展開している。 

運動部によっては、OB 会と緊密に連携をとりながら、地方在住の有望選手に関する情報収集を進め、組織

的な選手勧誘（学生募集）活動を行っている。 

 

（大学見学の受け入れ） 

高等学校や進路ガイダンス業者を通じて、高校生（受験生）や本学卒業生（主として中高教員）等の要望に

応え、本学東京・世田谷キャンパスならびに横浜・健志台キャンパスの見学を積極的に受け入れている。 

この取り組みは、体育学部はもとより、他の体育・スポーツ系統学部等への進学を希望している受験生（保護

者、教員など）を対象に、教職員が直接、学内諸施設を開設・案内するものである。 

また、教職員が直接対応出来ない場合に備え、東京・世田谷キャンパスには広報スペースを設け、本学の

沿革や学生生活の様子、各運動部の練習風景、オリンピック出場者等を来場者の好みに応じて、映像で紹介

できるようになっている。 

  さらに、タブレット端末を利用すれば、教職員の随行なしでも、各施設等の詳細を確認できるシステムが構

築されている。 

 

（オープンキャンパスの実施） 

  オープンキャンパスは、東京・世田谷および横浜・健志台両キャンパスで年間 10 回程度実施し、受験生（高

校生）、その保護者や教員に対して、学問分野や学生生活を紹介し、本学への理解を深めるためのプログラム

が組まれている。参加者数は安定的に推移し、例年 9,000 名前後の参加者が見込まれている。 

また各回で、プログラムの内容や希望学部・学科等に関するアンケート調査を実施し、その結果を全教職員

で共有、更なる広報活動の充実に努めている。 

 

（学生募集活動〔進学説明会等〕の取り組みについて） 

高等学校や進路ガイダンス業者が主催して、学外で実施される進学説明会や相談会への参加依頼件数は

近年減少傾向にあるものの、以前として一定の需要は存在している。 

これに対して、平成 26（2014）年度より、全ての事務職員が積極的に関わるよう指示を受け、現部署や役職を

問わず、学生募集活動に参画している。 

この結果、高等学校が主催する説明会では、過去 5 年平均で 326 件を開催し 7,631 人の参加者があり、進

路ガイダンス業者が主催する全国各地での進学相談会でも、平均 64 会場に参加し 1,985 人の参加者を確保

できている。【資料８】 

なお、このような取り組みを進めるにあたっては、事前に全教職員を対象とした当該年度の入試説明会に参

加したり、あるいは担当部署である広報課より予め、レクチャーを受けるなど、その説明内容に差異が生じない
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よう細心の注意が払われている。 

（進学情報雑誌への掲載） 

本学の進学情報は、大学案内やアドミッションガイドに記載されているが、特に本学への進学に興味を抱く

高校生のみがこれを目にする事となる。そこで、これから自身に進路選択を検討する高校生にも幅広く本学の

進路情報を提供するため、各種進学情報誌への掲載を積極的に推進している。 

創立以来 125 年超える長い歴史をもつ伝統校であるが故、近年の学部学科改組に伴う学問領域の拡がり

や、新たな人材養成像は、高校生やその保護者に改めて発信していく必要性があり、体育・スポーツの実践者

のみならず、これを支える人材を目指す高校生など、これまで本学への進学が選択肢になかった新たな層の

志願者確保に取り組んでいる。【資料 10】  

 

（ホームページや SNS 等の充実） 

本学の教育・研究活動、クラブ活動、地域・社会貢献活動等に関する情報を広く社会に発信できるよう、ホー

ムページが開設されている。また、高校生（受験生）や本学卒業生とのコミュニケーションツールのひとつとして、

フェイスブックやＬＩＮＥなどのいわゆるソーシャルネットワークシステムを通じたリアルタイムでの情報提供にも努

めている。また、スマートフォンの普及にあわせ、本学の最新情報を配信するアプリ等も整備している。 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

①人材の養成に関する目的その他の教育上の目的（概要） 

 本学体育学部、スポーツ文学部ならびに児童スポーツ教育学部の各学科における人材養成の目的、教育

研究上の目的は、以下「学則」「カリキュラム・ポリシー」「ディプロマ・ポリシー」に示すとおりである。 

【学則第 4 条第 2 項より】（引用であるため武道学科及び社会体育学科を含む） 

第 4 条 （第 1 項 略） 

2 各学部及び各学科の目的は、本学の目的に従い、次のとおりとする。 

(1) 体育学部は、保健体育及びスポーツに関する学術と実際を教授研究し、国際的視野をもった高い教養

と、体育及び健康等の指導や支援に関する専門的な知識・技術を兼ね備えた指導者を養成する。 

ア 体育学科は、体育・スポーツの科学的研究を深めると共に、国際的な視野に立った教養豊かな指

導者及び優秀な競技者を養成する。 

イ 健康学科は、学校教育における児童・生徒並びに勤労者及び福祉的支援を要する人の体力向上

と健康の増進について、スポーツ医科学と福祉の連携により、専門的な知識や技術を身につけた

指導者を養成する。 

ウ 武道学科は、日本古来の武道・伝統芸能に関する学術と実際を教授研究するとともに、国際社会で

活躍できる指導者を養成する。 

エ 社会体育学科は、環境に配慮し自然と人の共生を考え、健康で豊かなスポーツライフを構築・実現

するため、多様なスポーツ活動のニーズに対応できる指導者を養成する。 

(2) スポーツ文化学部は、スポーツによる国際相互理解を基軸としながら、国際社会に対して日本の精神に

根ざしたスポーツによる開発援助、国際協力、国際交流などの実践的な技術や理論を推進できるような人

材を育成する。 

ア 武道教育学科は、我が国固有の身体運動文化である武道や芸道に関する知識と技術を身につけ
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るとともに、国内外において正しく武道や芸道を指導し、伝えることができる人材を育成する。 

イ スポーツ国際学科は、国際社会において日本の精神文化に立脚したスポーツによる開発援助、国

際支援ができるとともに、日本と諸外国とのスポーツ交流を推進できる人材を育成する。 

(3) 略 

(4) 児童スポーツ教育学部は、児童期における心身の発達特性に応じた体つくり、運動遊び・スポーツ、体

育及び健康等の指導や支援に関する専門的な知識と技術を備えた指導者を養成する。 

(5) 略 

 

【体育学部 カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・実施方針）より】 

体育学部は、「卒業認定・学位授与の方針」に掲げる知識及び能力を修得させるために、その基礎となる

体育学部共通科目及び各学科・学修領域における実践的科目を編成し、講義・演習・実習等を適切に展開

する。 

体育学科 

１．体育学科では、「スポーツ教育」及び「競技スポーツ」に関する学修領域を設け、当該分野におけるより

高度な知識と技術とが体得できるよう、関連科目を配する。 

２．青少年の健全な心と身体とを育む力やスポーツの競技力向上に資する力を修得すべく、関連の実践

的技術・理論科目を配する。 

３．スポーツ医科学、コンディション管理、スポーツ傷害に関する科目についても設けることとし、ひとりひと

りの技術・体力レベル等に応じた適切なスポーツ指導が展開できるよう、実践現場での実習等を重視

する。 

健康学科 

１．健康学科では、「ヘルスプロモーション」及び「ソーシャルサポート」に関する学修領域を設け、当該分

野におけるより高度な知識と技術とが体得できるよう、関連科目を配する。 

２．心身ともに健やかで豊かな福祉社会の実現に貢献できるよう、健康科学・スポーツ医科学に関する実

践的技術・理論科目を配する。 

３．身体活動によって生じる外傷・障害の対応、安全の確保に必要な実践的技術を修得できるよう、実践

現場での実習等を重視する。 

 

【体育学部 ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）より】 

体育学部では、本学の「教育目標」に沿った人材を育成するため、独自の教育プログラムを展開する。こ

の課程における、卒業認定と学位授与【学士（体育学）】の要件は、以下の通りである。 

     １．所定の期間在学し、本学の社会的使命（ミッション）及び目標（ビジョン）に則って設定された授業科目

を履修することにより、所定の単位を修得している。 

     ２．体育スポーツ学に関する諸科目の多面的な履修を通じて、広く教養を培うとともに、体育・身体活動・ス

ポーツの実践を通じて、体力の向上、健康の保持増進、心身の調和のとれた発達、競技力向上、国

際平和の実現に貢献できる専門的知識と技能とを体得している。 

     ３．体育学部における共通教育及び各学科・学修領域に設定する体系的学修とを通じ、現代社会が抱え

る体育スポーツ学の諸問題について、課題探求力や問題解決力、さらには、それらを実践現場にお
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いて有効に還元するためのコミュニケーション力、実践力を備えている。 

 【スポーツ文化学部 カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）より】 

本学は、建学の精神に基づく教育使命を実現すべく、スポーツ文化学部に武道教育学科、スポーツ国際

学科を置き、次の方針のもとに教育課程を編成し実施する。 

１．よき市民及び国際人として身につけるべき基本的な素養としての社会人基礎力を形成するため、スポ

ーツ文化学部の学部共通科目では言語コミュニケーションや基礎教養に関わる教養科目と本学独

自の総合科目を配し、調和のとれた人間力をたかめる。 

     ２．武道学、伝統芸能の実践とこれらの文化の領域を包括するスポーツ文化学を専攻する学生として、学

部専門科目（理論）と学部専門科目（体育実技）を学修し、スポーツ文化学ならびに武道と伝統芸能

の基本的な知識や実践力を修得する。 

     ３．各学科において、当該学問分野の基幹となる学科基礎科目と学科専門科目の学修をするとともに、多

様で実践的な科目を通じて、さらに高度な知識や実践力を体得する。 

     ４．体系的かつ専門的な学修を通じて体得した知識、技術等を総合的に活用し、国内外において武道教

育、伝統芸能、体育指導、スポーツ国際交流、スポーツ支援、スポーツ国際開発援助などの領域に

おける今日的課題を実践的に解決する力を獲得する。  

武道教育学科 

伝統に由来する体系化された「我が国固有の伝統スポーツ文化」である武道の学修（実践・理論）を

通じて、心技体を一体として鍛え、人格を磨き、道徳心を高め、礼節を尊重する態度を養い、国家社会

の平和と繁栄に寄与する人間形成を育むとともに、さらには伝統芸能を通じて日本の身体文化、精神

文化を再確認した上で、国際的交流や貢献を推進するとともに、国際相互理解の増進と国際平和に寄

与できるよう、関連する実践的な技術や理論について学修する。スポーツを通じた国際理解、国際平和

への貢献・実現に積極的に取り組めるよう、武道教育学科には武道教育と伝統芸能に関する学修領域

を設け、より高度な実践力と知識とが体得できる本学独自のプログラムを設ける。 

スポーツ国際学科 

スポーツを通した国際相互理解を基盤として、体育・スポーツによる国際交流を推進し、国際社会に

あっては日本の精神文化に立脚した体育・スポーツによる国際支援、国際開発援助を促進するための

知識と技術を学修する。スポーツという文化を通して文化的他者を理解するために、異文化理解の学

修領域を設けるとともに、異文化において体育・スポーツ指導ができることを目指したスポーツ実践の学

修領域も設定することで、より高度な実践力と知識が体得できる本学独自のプログラムを設ける。 

 

【スポーツ文化学部 ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）】 

スポーツ文化学部は、本学の教育理念を根幹とし、「独自の教育・研究プログラムを創造的に展開し、我

が国の体育・スポーツ界ならびに来るべき知識基盤社会をリードする大学を目指す。また、同時に心身とも

に逞しく、明朗活発で、自らが選択した職種の現場において即戦力として活躍できる人材の育成を図る。」と

いう教育目標を掲げて、それを実現するために教育課程（カリキュラム）を編成・実施している。この課程を終

えて、学位が授与されるためには、以下のことが求められる。 

１．所定の期間在学し、本学の教育理念・教育目標に沿って設定した授業科目を履修して、卒業要件単

位数を修得する。 
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２．体育学（スポーツ科学）及び武道学、伝統芸能の研究を深め、多面的な履修を通じて基礎的な学習能

力を養い、日本の「道」の精神に基づく実践的技術を向上させ、国際社会においてスポーツ・体育に

よる貢献のできる専門的な知識を理解するとともに、これらを実践できる力を身につける。 

     ３．学科における専門的学習と学科を横断する学習とを通じて、現代社会において日本の伝統的な文化

に根差した国際貢献の役割を深く理解し、課題探求心、問題解決能力、コミュニケーション能力など

の総合能力を身につける。 

 

 【児童スポーツ教育学部 カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）より】 

児童スポーツ教育学部は、「卒業認定・学位授与の方針」に則って、次の通り、「教育課程編成・実施の方

針」を定める。 

児童スポーツ教育学部共通 

１．全学共通の「総合科目」と学部共通の「言語コミュニケーション科目」、「教養科目」を基盤とするととも

に、１年次から４年次までを貫く演習科目を基軸として、児童スポーツ教育学部の教育課程を構成す

る。 

２．「体育スポーツ学」、「教育学・保育学」、「その複合領域」からなる児童スポーツ教育学科の基幹科目を

設けるとともに、本学の特色である「スポーツ実技」科目を設ける。 

児童スポーツ教育コース 

１．小学校（幼稚園）の教員に求められる全教科の指導や学級指導、学校行事やクラブ活動の指導等

を適切に行えるための基礎となる科目や応用・発展的科目、教育現場の実際に関わる多様な科

目を設ける。 

２．児童の体育スポーツや健康に関連する指導・支援において優れたリーダーシップを発揮できるため

の能力と資質を育成するための基礎となる科目や応用・発展的科目を設ける。 

３．学校と地域とを結んで児童のスポーツ活動の指導で求められる知識と技能、実践的指導力が体得

できる独自のプログラムを設ける。 

幼児教育保育コース 

１．幼稚園の教員・保育士に求められる全領域の指導やクラスの指導、行事の指導等を適切に行える

ための基礎となる科目や応用・発展的科目、教育・保育現場の実際に関わる多様な科目を設け

る。 

２．保育者に求められる総合的な指導・援助、保育内容の領域と指導、教育・保育現場の実際に関わる

多様な科目とともに、4 年間を通して教育・保育現場での実習科目を配置し，現場との往還を重ね

ながら理論や知識と実践を結びつけられるプログラムを設ける。 

３．教育・保育現場や地域において、幼児の運動遊びや健康の指導で求められる知識と技 能、実践

的指導力が体得できる独自のプログラムを設ける。 

 

【児童スポーツ教育学部 ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）】 

児童スポーツ教育学部は、本学の「教育目標」に沿った人材を育成するため、独自の教育プログラムを展

開する。この課程における、卒業認定と学位授与【学士（児童スポーツ教育学）】の要件は、以下の通りであ

る。 
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児童スポーツ教育コース 

体育スポーツ学及び教育学・保育学を融合させた諸科目の多面的な履修を通じて、児童スポーツ教育

に関わる基礎的な知識と技能、実践的な指導力を身につけている。 

       現代社会における児童の発達と教育、スポーツや健康に関わる諸問題を探究し、それに対応し解決に

向かうことのできる資質・能力（思考力・判断力・表現力を含む）を身につけている。 

       児童スポーツ教育において生じる諸問題に関心を持ち、その解決に向けて努力する意欲と多くのステ

ークホルダーと協働できる資質を身につけている。 

幼児教育保育コース 

体育スポーツ学及び教育学・保育学を融合させた諸科目の多面的な履修を通じて、幼児教育保育に

関わる基礎的な知識と技能、実践的な指導力を身につけている。 

       現代社会における幼児の発達と教育・保育、運動遊びや健康に関わる諸問題を探究し、それに対応し

解決に向かうことのできる資質・能力（思考力・判断力・表現力を含む）を身につけて いる。 

       幼児教育保育において生じる諸問題に関心を持ち、その解決に向けて努力する意欲と多くのステーク

ホルダーと協働できる資質を身につけている。 

 

このように、体育学部体育学科では、体育・スポーツに関する高度な知識と確かな実践力を併せ持ち、国

際的な視野に立った教養豊かな指導者及び優秀な競技者の育成を目指している。 

そのために、スポーツによる国際化（国際交流）の推進や競技力の向上、高齢者の健康の保持増進、スポ

ーツによる新たなコミュニティの形成など、スポーツの現代的課題に対し、優れたリーダーシップを発揮して

先導的に取り組んでいく事のできる人材の輩出に向けた教育課程を編成している。 

また、スポーツ文化学部武道教育学科では、我が国固有の身体運動文化である武道や伝統芸能を通じ

て、国際交流や貢献を推進する事で、国家社会の平和と繁栄に寄与する人材の育成を目指し、現代社会に

おいて日本の伝統的な文化に根差した国際貢献の役割を深く理解し、課題探求心、問題解決能力、コミュ

ニケーション能力などの総合能力を併せ持った人材に輩出に向けた教育課程を編成している。 

さらに、児童スポーツ教育学部児童スポーツ教育学科児童スポーツ教育コースでは、児童スポーツ教育

に関わる基礎的な知識と技能、実践的な指導力を身につけ、現代社会における児童の発達と教育、スポー

ツや健康に関わる諸問題の解決に向かうことのでき人材の育成を目指している。そこで教科教育や学級指

導、学校行事やクラブ活動に至るまで教育現場に必要不可欠な資質や能力を有し、児童の体育スポーツや

健康に関連する指導・支援において優れたリーダーシップを発揮できる人材の輩出に向けた教育課程を編

成している。 

 

②上記が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的根拠 

（１）第 2 期スポーツ基本計画に基づく体育・スポーツ分野における人材需要の展望  

平成 29（2017）年 3 月に策定された第 2 期「スポーツ基本計画」では、平成 29（2017）年度から、今後５年

間に総合的かつ計画的に取り組む施策として、「スポーツ参画人口の拡大」、「スポーツを通じた活力があり

絆の強い社会の実現」、「国際競技力の向上に向けた強力で持続可能な人材育成や環境整備」、「クリーン

でフェアなスポーツの推進によるスポーツの価値の向上」を掲げている。 
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そのなかでも、スポーツを「する」「みる」「ささえる」スポーツ参画人口の拡大と、そのための人材育成・場の

充実に取り組み、スポーツ環境の基盤となる「人材」と「場」を充実させ、スポーツに関わる多様な人材の育成

と、活躍の場の確保に向けて、以下を施策目標に掲げている。 

「スポーツに関わる人材の全体像を把握しつつ アスリートのキャリア形成支援や指導者、専門スタッフ、

審判員、経営人材などスポーツ活動を支える人材の育成を図ることにより スポーツ参画人口の拡大に向

けた環境を整備する。」 

また、このための具体的施策として、「スポーツに関わる人材の全体像の把握」、「アスリートのキャリア形

成」、「スポーツ指導者の育成」、「専門スタッフ、審判員、スポーツボランティア等」、「スポーツ推進委員等」

などの量的、質的拡大を掲げ、さらには、大学スポーツの振興のため、「我が国の大学が持つスポーツ資源

を人材輩出、経済活性化、地域貢献等に十分活用するとともに、大学スポーツ振興に向けた国内体制の構

築を目指す」事も施策目標の一つに掲げている。 

これらの事から、2020 東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機とした第 2 期スポーツ基本計画の

策定によって、我が国の体育・スポーツは大きく量的、質的な拡充が見込まれ、これに伴う人材需要が高ま

っていく事が示唆される。【資料 11】 

 

（２）過去 5 年の就職状況 

本学では、平成 24（2012）年に、学生の修学面での支援のみならず、課外教育活動や奨学援護を始めと

した厚生補導や、個別相談や面接指導等の就職活動支援に至るまで、学生生活を総合的かつ多面的に支

援する事を目的とした教職協働の組織として「学生支援センター」を設置し、センター内に学習支援部門、

生活支援部門、キャリア支援部門の３部門を置き、学生へのきめ細やかなサポート体制を構築した。 

その後、平成 28（2016）年に、学生のキャリア形成支援について、学部・学科の人材養成に照らし履修指

導や修学支援と密接な連携を図って支援して行く事を目的に、学習支援部門とキャリア支援部門を統合し、

「学修・キャリア支援部門」として置き直すことで、学生のキャリアの実現に向けた支援体制の一層の充実を

図っている。 

この事により、本学の平成 28（2016）年度から令和 2（2020）年度までの過去５年間における就職率（就職

希望者に対する就職者の割合）は、98.8%、99.4%、97.7%、97.5%、95.3%で推移し、文部科学省や厚生労働省

が発表した「令和 2 年度大学等卒業者の就職内定状況調査（令和 3 年 4 月 1 日現在）」で公表される「就職

（内定）率の推移（大学）」と比しても、全国平均を維持し、堅調に推移していると言える。【資料 12】 
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図表６ 「就職（内定）率の推移（大学）」 

  

（文部科学省 「令和 2 年度大学等卒業者の就職内定状況調査（令和 3 年 4 月 1 日現在）」より抜粋） 

 

なお、大学全体の分野別就職状況では、教職が 22．7％、公務員が 10．9％となっているが、最も多いの

は、その他の一般企業である。本学の就職者の６6．5％を占め、そのうち総合・営業・販売業で 52.8%、スポ

ーツ関連企業で 16.6％と、この２業種が全体の約 7 割を占めている。その他、それぞれの学部・学科の人材

養成に従い、社会福祉施設や、保育園、介護士、接骨院・整骨院、病院・医療関係等が続いている。 

また、本学の特色でもある体育・スポーツの優れた実践者として、卒業生の 6.2%が実業団やプロスポーツ

選手として競技を継続している。 

図表 7 過去 5 年間における企業就職者の分野別就職状況 

 

スポ文

2016 2017 2018 2019 2020 2020 2016 2017 2018 2019 2020 2017 2018 2019 2020

(H28) (H29) (H30) (R01) (R02) (R02) (H28) (H29) (H30) (R01) (R02) (H29) (H30) (R01) (R02)

総合・営業・販売 397 408 419 437 328 48 45 48 49 48 39 21 25 36 20 2,368 52.8%

スポーツ関連 124 114 129 143 105 9 15 23 16 21 21 10 7 4 4 745 16.6%

実業団・プロ 45 52 66 61 40 5 4 0 1 1 1 0 0 0 0 276 6.2%

事務職 38 44 45 41 55 7 10 0 8 5 7 4 4 2 6 276 6.2%

接骨院・整骨院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 30 27 17 94 2.1%

社会福祉施設 4 7 10 10 10 2 6 6 12 4 12 2 0 6 1 92 2.1%

保育園 2 0 0 0 0 0 18 18 19 13 19 0 0 0 0 89 2.0%

児童指導・幼児体育 7 10 14 8 10 1 0 1 2 1 1 0 0 0 0 55 1.2%

介護士・社会福祉士 7 10 6 3 14 4 0 0 1 1 0 0 2 0 2 50 1.1%

病院・医療機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 5 11 20 42 0.9%

青年海外協力隊 0 19 7 14 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 42 0.9%

インストラクター 0 0 0 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 11 0.2%

その他 49 53 58 69 53 8 1 8 8 12 4 4 8 2 6 343 7.7%

合計 673 717 754 786 624 84 99 105 117 106 104 67 81 88 78 4,483 100%

総数から
の比率

体育学部 児童スポーツ教育学部 保健医療学部

就職分野 合計
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これらの事から、これまで本学が長年に渡り輩出してきた教員や公務員ならびに体育・スポーツおよび健

康関連産業分野のみならず、近年では、広範な業種の一般企業にも本学の学生が求められていると理解す

る事ができる。また、就職率も全国平均を維持し堅調に推移していることから、本学の人材養成は社会的な

人材需要の動向に合致していると考えられる。【資料 12】 

 

（３）多角的なキャリア形成支援体制 

本学では、2014（平成 26）年に、留学や JICA ボランティア事業に資する支援を行なう「国際交流センター」

と、地域や学校等でのボランティア活動を通じて自身のキャリア開拓や形成支援行なう事を目的とした「社会

貢献推進機構スポーツプロモーション・オフィス」を設置している。 

本学学生が有する体育・スポーツ領域における専門的知見や、大学における日本トップレベルでの競技

経験は、国際交流や国際貢献、地域コミニュニティの形成支援、健康寿命の延伸に伴う生産年齢人口の減

少や社会保障費の増加の抑制など、体育・スポーツの専門領域に留まらない幅広い分野で発展的に活用

する事ができる。 

また、その他、2016（平成 28）年の学生支援センター再編に伴い、本学が開学以来、人材養成の柱の一

つと取り組んできた保健体育科教員を中心とした教員養成の支援に特化した新たな教職協働組織として

「教職支援センター」を設置した。その後、令和元年には同センターを「教職センター」に改編し、これまでの

教員職員免状取得に関する支援や教員採用試験に関する支援のみならず、教職に関する教育課程の検

討を含めた包括的な支援を行なう組織へと再編している。 

これら複数の教職協働組織等を設置することにより、多角的な学生のキャリア形成支援に取り組み、社会

的かつ地域的な人材需要の動向を踏まえた、これまでの枠組に捕らわれない幅広い分野での人材輩出を

支援する組織体制が整えられていると言える。【資料 13】 

































【資料９】 
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